
愛媛県中核産業人材確保のための奨学金返還支援制度 （IT人材確保枠） 

登録企業募集要領 
 
愛媛県では、IT 産業の振興・集積と県内産業の DX による産業競争力の強化と地

域経済の更なる活性化に向け、IT 人材の確保を強化するため、平成 30 年度に創設
した中核産業人材確保奨学金返還支援制度に「IT 人材確保枠」を設けました。 

ITスキルを有する学生や求職者が本制度に登録した県内の企業（以下「登録企業」
という。）に就職した場合に、愛媛県と登録企業とで出捐した基金により、奨学金の
返還を助成することとし、事業の趣旨に御賛同いただける企業を募集します。 
 
１ 目的 

ITスキルを有する学生や求職者が登録企業に就職した場合に、愛媛県と登録企業
が共同で出捐した基金により奨学金の返還を助成することで、IT 人材の登録企業へ
の就職促進と県内定着につなげることを目的としています。 
 
※本制度の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次に掲げる全ての要
件を満たし、愛媛県の認定を受けている者とします。 
・ 独立行政法人日本学生支援機構の第一種・第二種奨学金の貸与を受け、対 
象期間（10 月～翌年９月）に奨学金を返還している又は返還を予定している
者 

・ 独立行政法人情報処理推進機構が定める IT スキル標準レベル２以上の情報
処理技術者試験に合格している者 

・ 大学院、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校に在籍する卒業前年次又
は卒業年次の者若しくは既卒者であって登録企業への就職を希望する者（応
募時点において、登録企業に雇用されている者を除く） 
 
【ITスキル標準レベル２以上の情報処理技術者試験】 

レベル４ 

ITストラテジスト試験 

システムアーキテクト試験 

プロジェクトマネージャ試験 

ネットワークスペシャリスト試験 

データベーススペシャリスト試験 

エンベデッドシステムスペシャリスト試験 

ITサービスマネージャ試験 

システム監査技術者試験 

情報処理安全確保支援士試験 
（情報セキュリティスペシャリスト試験） 

レベル３ 応用情報技術者試験 

レベル２ 基本情報技術者試験 

 
※１年当たりの助成額は、助成対象者が借り入れた奨学金に係る１年間の返還額
（10月分～翌年９月分）の４／５又は 20.16万円のいずれか低い額です。 

 
２ 対象企業 
本制度の登録対象となる企業は、次に掲げる全ての要件に該当する企業とします。 



（１）助成対象者を正社員として雇用する企業で、次のいずれかの要件を満たす企
業 
ア 愛媛県内に主たる事業所を有する企業 
イ 助成対象者を県内の事業所等に在籍させる企業 
ウ 助成対象者を県内の事業所等で在籍させることを条件に雇用する企業 
 

※正社員とは、次に掲げる全ての要件を満たす労働者とします。 
 ・ 期間の定めのない労働契約を締結する労働者であること 

  ・ 派遣労働者でないこと 
  ・ １週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間

の所定労働時間と同一のものとして雇用される労働者であること 
  ・ 労働協約又は就業規則その他これに準ずるものに定めるところにより設け

られた通常の労働者と同一の賃金制度が適用されている労働者であること 
 

（２）次の全ての要件を満たす企業 
ア 愛媛県暴力団排除条例第２条第１号の暴力団又は同条第３号の暴力団員等
と密接な関係を有する企業でないこと 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122
号）第２条第１項若しくは第５項に規定する営業を行う企業又はこれらの営
業の全部若しくは一部を受託する企業でないこと 

ウ 法令に基づき、雇用保険、労働災害保険、健康保険、厚生年金保険に加入
する企業であること 

エ 労働関係法規等の法令に違反していない企業であること 
オ その他、本制度の信頼を損なうおそれのない企業であること 

 
３ 登録の要件 
本制度に登録するための要件は次のとおりです。 

（１）助成対象者を正社員として雇用した場合、１年間の奨学金返還実績（10月分
～翌年９月分）ごとに、当該助成対象者への助成額の１／２に相当する額を県
が設置する基金へ出捐することを確約できること 

（２）本制度を適用せずに助成対象者を雇用する場合は、事前に助成対象者の同意
を得ること 

（３）助成対象者の助成金交付申請に必要な在職証明書等を発行すること 
（４）助成対象者の報告等、県との連携体制を構築できること 
（５）本事業を通して得た個人情報については、責任をもって適正に管理し、本事

業の目的以外には一切使用しないこと 
※ 登録内容に変更があった場合は、速やかにその旨を御連絡ください。 
※ 登録企業は、「２対象企業」及び「３登録の要件」の各号を満たさなくなっ
たとき又は登録継続の意思を失ったときは、助成対象者への連絡を行った後、
速やかに県へ御連絡ください。 

 
４ 出捐について 
本制度を活用し、助成を行う場合は、正社員として就業していること及び１年間

の奨学金返還実績（10月分～翌年９月分）を確認するため、１年ごとに基金へ出捐
していただきます。 
（１）出捐額 



 助成額の１／２（年最大 10.08万円／人の出捐） 
（２）出捐期間 

最大７年間（最大 70.56万円／人の出捐） 
（３）出捐時期（予定） 

毎年 11 月頃に県から送付する納付通知書により 12 月中旬までに出捐いただ
くことを予定しています。 
 

５ 登録方法 
（１）提出方法 郵送 
（２）提出先   

〒790-8570 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 
愛媛県 経済労働部 産業支援局 産業人材課  

（３）提出書類 
ア 愛媛県奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）登録企業申込書（様式第１号） 
イ 法人登記の履歴事項全部証明書（３か月以内に発行されたもの） 
ウ 会社概要（様式任意：パンフレット、ＨＰ掲載内容等） 
エ 誓約書（様式第２号） 

※ 県は、登録企業に登録証を交付するとともに、県ホームページや教育機
関等への配布資料に企業名を掲載し、登録企業の周知を行います。登録企
業においても、自社のホームページや広報物を活用し、本制度の周知に努
めてください。 

 
６ 登録の解除 
 登録を解除する場合は、愛媛県奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）登録企業解
除届出書（様式第３号）を提出してください。 
 
７ 登録の取消し 
次に掲げるいずれかの要件に該当するときは、県から助成対象者への連絡を行っ

た上で、登録の取消し等の措置を行います。 
（１）申請内容等に虚偽の記述があったとき 
（２）「２対象企業」及び「３登録の要件」の各号を満たさないことが明らかにな

ったとき 
（３）関係法令等に違反するなど、登録企業として著しく不適切であると認められ

たとき 
 
８ 実績報告 
助成対象者の雇用状況について、県に報告をお願いします。（報告方法等は、随時

御連絡します。） 
 
９ 問合せ先 
愛媛県 経済労働部 産業支援局 産業人材課  
〒790-8570 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 
TEL 089-912-2509  
MAIL sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp 
登録企業や様式等は愛媛県のホームページで公開します。 
https://www.pref.ehime.jp/h30580/syougakukinn/it_jinzai.html 



（様式第１号） 

  年  月  日 

 

愛媛県知事  様 

 

所  在  地  

名     称  

代表者 職・氏名  

 

愛媛県奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）登録企業申込書 
 

 愛媛県中核産業人材確保のための奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）登録企業募

集要領に基づき、次のとおり申し込みます。 

記 

１．企業概要等 

名 称  

愛媛県内 

事業所所在地  

〒 

 

産業分類 
（２つ以上該当する場合は、主となる分類に下線を引いてください。） 

 

事業概要 

企業 PR 

※最大 180 字程度 

 

 

 

 

主な採用 

予定職種 

□プログラマー   □システムエンジニア   □ネットワークエンジニア 

□データベースエンジニア  □サーバーエンジニア  □IT コンサルタント 

□プロジェクトマネージャー □その他（          ） 

リモートワーク □制度あり  □制度なし 

 

２．担当者連絡先 

担当者氏名  

所属部署名  

電話番号  ＦＡＸ  

メールアドレス  

ＨＰアドレス  

 

３．添付書類 

（１）法人登記の履歴事項全部証明書（３か月以内に発行されたもの） 

（２）会社概要（様式任意：パンフレット、ＨＰ掲載内容等） 

（３）誓約書（様式第２号） 

 記載いただいた項目のうち、名称・所在地（市町まで）・産業分類・事業概要・主な採用予定職種・リモートワ
ーク・HP アドレスについては、登録企業一覧の情報として県ＨＰ等に掲載しますので、ご了承ください。 



（様式第２号） 

 

誓 約 書 

 

 

当社は、愛媛県奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）登録企業の申込みにあたり、次の事項を誓

約いたします。 

 

記 

 

１ 本制度の対象者（以下「助成対象者」という。）を正社員として雇用する予定であり、次のいず

れかの要件を満たしています。 

ア 愛媛県内に主たる事業所を有する企業 

イ  助成対象者を県内の事業所等に在籍させる企業 

ウ 助成対象者を県内の事業所等で在籍させることを条件に雇用する企業 

 

２ 次の全ての要件を満たしています。 

（１） 愛媛県暴力団排除条例第２条第１号の暴力団又は同条第３号の暴力団員等と密接な関係を

有する企業でないこと 

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条第１

項又は第５項に規定する営業を行う企業若しくはこれらの営業の全部又は一部を受託する

企業でないこと 

（３） 法令に基づき、雇用保険、労働災害保険、健康保険、厚生年金保険に加入する企業である

こと 

（４） 労働関係法規等の法令に違反してない企業であること 

（５） その他、本制度の信頼を損なうおそれのない企業であること 

 

３ 愛媛県個人情報保護条例を遵守し、個人情報を適正に取り扱います。 

（１） 本事業を通して得た個人情報については、個人情報保護のため、責任をもって適正に管理

し、本事業の目的以外には一切使用しません。 

（２） 必要がなくなった情報については、責任をもって速やかに廃棄します。 

 

４ 助成対象者に対して助成を行う場合は、要領に定める額を県が設置する基金へ出捐することを

確約します。 

 

 

 

愛媛県知事  様 

 

 令和  年  月  日 

所   在   地  

名      称  

代表者 職・氏名              ㊞ 

 

※代表者 職・氏名は自署又は押印を行うこと。 



（様式第３号） 

  年  月  日  
 

愛媛県知事  様 

 

所  在  地  

名     称  

代表者 職・氏名  

 
 

 
愛媛県奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）登録企業解除届出書 

 

  年  月  日付けで通知のあった愛媛県奨学金返還支援制度（IT人材確保枠）

登録企業の認定について、次の理由により解除したいので届け出ます。 

 

記 

 

企 

業 

概 

要 

認定番号  

所在地 
〒 

名 称 
 

代表者職氏名 
 

解 

除 

理 

由 

※ 該当する項目にチェックを入れること。 

 

☐ 今後新規採用を行わないため 

☐ その他 

（理由：                             ） 

 

※「登録企業認定証」を添付の上、提出してください。 


